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Ⅰ．調査実施の概要 
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Ⅰ．調査実施の概要 

１ 調査目的 

本調査は、各地方公共団体における「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」（以下、

「地方版総合戦略等」という。）の取組の進捗状況等を把握、分析することを通じて、国の次期

総合戦略を策定するために必要な情報を得るとともに、地方公共団体に対して本調査結果を情報

提供することで、地方の取組を支援することを目的として行ったものである。 

 

２ 調査対象等 

（１）調査対象  全地方公共団体（1,788団体：47都道府県、1,741市区町村） 

（２）調査方法  調査票による回答（メール又はFAXで提出） 

（３）調査項目  質問27項目（うち自由回答３項目） 

（４）調査時点  平成30年９月１日時点 

（５）回 答 数  1,785団体（北海道胆振東部地震による北海道内の被災地３団体を除く） 

 

３ 調査結果を読む際の注意点 

○ 集計は、小数点以下第２位（あるいは第３位）を四捨五入して算出しているため、数値の合計が

100.0％にならない場合がある。 

○ 基数となる実数「ｎ」は、設問に対する回答者数である。回答比率は原則として「ｎ」を100.0％

として表している。 

○ 複数回答の集計結果を表す集計表またはグラフの場合、「％」は選択肢の構成比を表すものでは

なく、回答のあったサンプル数に対する割合を表す。そのため、すべての比率を合計すると

100.0％を超えることがある。 

○ クロス集計において、基数となるべき実数「ｎ」が極端に少なくなる場合は正確に分析できない

ため、本文中では触れていない。 

○ 複数回答の設問は、多い順に並び替えをしている場合がある。 

○ クロス集計のうち「人口規模別」及び「地域別」の項目では「都道府県」の回答結果を除いて集

計している。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．調査結果 
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（1-2）改訂内容 

【問2-4で「改訂したことがある」と回答した地方公共団体のみ】 

問2-5 地方版総合戦略の改訂内容を選択してください。（※複数選択可） 

 

 

 

地方版総合戦略を改訂したことがあると回答した地方公共団体の改訂内容をみると、「具体的

な施策」が70.0%、次いで「重要業績評価指標(KPI)」が69.2%となっている。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 掲載している事業の見直し 

○ ＳＤＧｓに関する記述の追加 

○ 地区別に記載するなど、レイアウトに関すること 

 

  

n=

具体的な
施策

重要業績
評価指標
（ＫＰＩ）

基本目
標・基本
的方向

PDCAサイ
クル（効果
検証）

その他 無回答

TOTAL 686 70.0 69.2 15.0 4.8 10.9 0.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
(%)
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n=
検証機関
で実施

団体内で
実施

その他 無回答

TOTAL 1785 66.9 35.0 6.2 2.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0(%)

（5）効果検証の実施体制 

問2-10 地方版総合戦略の効果検証を実施する体制はどのようになっていますか。 

 

 

地方版総合戦略の効果検証の実施体制をみると、「検証機関で実施」が66.9%となっている。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 総合計画審議会で実施  〇 議会特別委員会で実施  〇 既存の施策評価委員会で実施 

〇 総合計画の検証と合わせて市民会議で実施 
 

［人口規模別］ 

地方版総合戦略の効果検証の実施体制を人口規模別にみると、「検証機関で実施」は５万人以

上20万人未満で73.2%、「団体内で実施」は50万人以上で48.6%となっている。 

 

 

  

(%) 

n=
検証機関
で実施

団体内で
実施

その他 無回答

TOTAL 1738 66.5 35.2 6.3 2.1

１万人未満 506 61.5 37.7 4.0 3.4

１万人以上５万人未満 687 68.9 33.6 4.8 1.6

５万人以上20万人未満 414 73.2 32.9 6.8 1.7

20万人以上50万人未満 96 49.0 37.5 24.0 2.1

50万人以上 35 60.0 48.6 14.3 0.0

人口規模別
(市区町村)
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（6）外部有識者の参画状況 

問2-11 地方版総合戦略の検証機関への外部有識者（機関）の参画状況について、該当す

るものを全て選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の検証機関への外部有識者（機関）の参画状況についてみると、「産（産業

界）」が89.6%と最も高く、次いで「学（教育機関）」が88.4%、「官（行政機関）」が86.3%、

「金（金融機関）」が84.1％となっている。 

※「士」は、「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（通

知）」（平成26年12月27日閣副第979号）、（平成27年12月24日閣副第1155号・府地創第1099号により一部改正）における例

示には含まれていない。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ NPO・市民団体  ○ 自治会・区長会  ○ 市区町村議会議員  ○ 医療・福祉関係者 
 

［人口規模別］ 

地方版総合戦略の検証機関への外部有識者（機関）の参画状況を人口規模別にみると、「産

（産業界）」では、１万人以上５万人未満で92.7%と最も高く、人口規模が大きくなると、割合が

低くなっている。「士（税理士、弁護士等）」では、50万人以上で20.0%と最も高く、人口規模が

大きくなると、割合が高くなっている。 

  

n=

産（産業
界）

学（教育機
関）

官（行政機
関）

金（金融機
関）

労（労働団
体等）

言（メディ
ア等）

士（税理
士、弁護士
等）

その他 無回答

TOTAL 1738 89 5 88.3 86.4 84.1 64.4 50.4 5.8 47 9 4.9

１万人未満 506 87.7 83.4 86 2 81.0 54.7 40.1 2.6 40.1 5.7

１万人以上５万人未満 687 92.7 90.7 91 0 88.8 68.1 55.7 4.4 49 3 3.3

５万人以上20万人未満 414 90 8 92.8 84 3 85.7 71.0 53 6 9.2 52 9 3.6

20万人以上50万人未満 96 78.1 81.3 67.7 67.7 61.5 52.1 12.5 54 2 11.5

50万人以上 35 68 6 77.1 74 3 60.0 60.0 51.4 20.0 57.1 20.0

人口規模別
（市区町村）

n=

産（産業
界）

学（教育機
関）

官（行政機
関）

金（金融機
関）

労（労働団
体等）

言（メディア
等）

士（税理
士、弁護士
等）

その他 無回答

TOTAL 1785 89.6 88.4 86 3 84.1 65.0 51.0 6.2 48.0 4.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100 0(%)

(%) 
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（7）個別に意見聴取を行った外部有識者 

問2-12 地方版総合戦略の効果検証にあたって、個別に意見聴取を行った外部有識者（機関）を

全て選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の効果検証にあたり、個別に意見聴取を行った外部有識者（機関）をみると、

「学（教育機関）」が31.4%、次いで「産（産業界）」が30.0%となっている。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 総合計画審議会 

○ 議会 

○ 住民代表 

○ 社会福祉協議会 

  

n=

学（教育
機関）

産（産業
界）

金（金融
機関）

官（行政
機関）

労（労働
団体等）

言（メディ
ア等）

士（税理
士、弁護
士等）

その他 無回答

TOTAL 1785 31.4 30.0 27.1 25.3 20.1 17.3 1.9 30.2 46.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0(%)
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n=

検証機関
に住民代
表が参画

アンケート
調査を実
施

パブリック
コメントを
実施

自治会等
へのヒアリ
ングを実
施

住民参加
型のワー
キンググ
ループ等
を開催・設
置

その他 住民から
の意見聴
取は行っ
ていない

無回答

TOTAL 1785 60.6 8.6 4.7 1.7 1.6 6.7 24.6 4.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
(%)

（8）住民からの意見聴取状況 

問2-13 地方版総合戦略の効果検証に係る住民からの意見聴取について、該当するものを選

択してください。（※複数選択可） 

 

 

 

地方版総合戦略の効果検証に係る住民からの意見聴取状況をみると、「検証機関に住民代表が参

画」が60.6%と最も高く、次いで「住民からの意見聴取は行っていない」が24.6%となっている。 

 

［人口規模別］ 

地方版総合戦略の効果検証に係る住民からの意見聴取状況を人口規模別にみると、「住民からの

意見聴取は行っていない」は20万人以上で３割を超えている。 

 

 

  

n=

検証機関
に住民代
表が参画

アンケート
調査を実
施

パブリック
コメントを
実施

自治会等
へのヒアリ
ングを実施

住民参加
型のワー
キンググ
ループ等を
開催・設置

その他 住民から
の意見聴
取は行って
いない

無回答

TOTAL 1738 61.6 8.7 4.7 1.7 1.7 6.4 23.9 5.1

１万人未満 506 60.9 7.9 4.5 4.3 2.4 5.3 21.5 8.3

１万人以上５万人未満 687 63.6 9.0 6.3 0.4 1.6 5.7 24.0 3.8

５万人以上20万人未満 414 63.5 10.6 3.1 1.2 1.0 7.7 22.9 3.9

20万人以上50万人未満 96 49.0 4.2 2.1 0.0 1.0 10.4 34.4 4.2

50万人以上 35 42.9 2.9 0.0 0.0 2.9 11.4 40.0 0.0

人口規模別
（市区町村）

(%) 
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（9）若者からの意見聴取状況 

問2-14 地方版総合戦略の効果検証に係る若者（29歳以下）からの意見聴取について、積極的

に意見聴取している年代で該当するものを選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の効果検証に係る若者（29歳以下）からの意見聴取の状況をみると、「若者か

ら積極的に意見聴取は行っていない」が77.1％となっている。 

 

［人口規模別］ 

地方版総合戦略の効果検証に係る若者（29歳以下）からの意見聴取の状況を人口規模別にみる

と、「若者から積極的に意見聴取は行っていない」は50万人以上で88.6%と最も高くなっている。 

 

 

n=

中学生以
下

高校生 大学生 社会人 若者から
積極的に
意見聴取
は行ってい
ない

無回答

TOTAL 1738 1.6 3.0 4.7 12.8 77.0 6.3

１万人未満 506 1.4 1.4 2.0 19.6 68.8 9.7

１万人以上５万人未満 687 2.2 4.1 4.8 11.9 78.5 4.8

５万人以上20万人未満 414 1.0 3.6 5.1 7.2 83.6 5.6

20万人以上50万人未満 96 1.0 2.1 13.5 10.4 78.1 5.2

50万人以上 35 0.0 2.9 11.4 5.7 88.6 0.0

人口規模別
（市区町村）

n=

中学生以
下

高校生 大学生 社会人 若者から積
極的に意見
聴取は行っ
ていない

無回答

TOTAL 1785 1.5 3.1 5.0 12.8 77.1 6.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0(%)

(%) 
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n=

議員に説
明し、意見
交換を実
施した

議員が検
証機関に
参画して
いる

議会にて
審議した
（議決はな
し）

議会にて
審議し、議
決した

その他 議会の関
わりはな
い

無回答

TOTAL 1785 40.7 18.8 17.5 1.5 13.7 14.2 3.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0(%)

n=

議員に説
明し、意見
交換を実
施した

議員が検
証機関に
参画してい
る

議会にて
審議した
（議決はな
し）

議会にて
審議し、議
決した

その他 議会の関
わりはない

無回答

TOTAL 1738 41.3 19.1 16.3 1.5 13.6 14.4 3.7

１万人未満 506 47.0 28.9 11.1 2.6 7 9 10.9 6.7

１万人以上５万人未満 687 45.6 20.5 16.7 1.2 11.6 14.1 2.2

５万人以上20万人未満 414 33.3 8.0 20.0 1.0 17.6 19.8 3.1

20万人以上50万人未満 96 24.0 9.4 16.7 1.0 37 5 11.5 3.1

50万人以上 35 17.1 8.6 40.0 0.0 22 9 17.1 0.0

人口規模別
（市区町村）

（10）効果検証にあたっての議会の関わり方 

問2-15 地方版総合戦略の効果検証にあたっての議会の関わりについて、該当するものを選

択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の効果検証にあたっての議会の関わり方をみると、「議員に説明し、意見交換

を実施した」が40.7%と最も高くなっている。 
 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 議会で報告のみを行った   ○ 議員へ結果を送付した 

○ 常任委員会で報告を実施した ○ 決算審査時に報告した 

 

［人口規模別］ 

地方版総合戦略の効果検証にあたっての議会の関わり方を人口規模別にみると、「議員に説明

し、意見交換を実施した」や「議員が検証機関に参画している」では、人口規模が大きくなるほ

ど低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

(%) 
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（11）活用した国の施策やデータ 

問2-3 地方版総合戦略の策定にあたって活用した国の施策や参考資料及び貴団体が独自に収

集したデータ等を選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の策定にあたって活用した国の施策や参考資料等をみると、「『「地方人口ビ

ジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について』」が

88.2%で最も高く、次いで「地方版総合戦略策定のための手引き」が85.3%となっている等、記載

内容の方針やマニュアルに関する選択肢の割合が高くなっている。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 策定時に実施した住民アンケート等 

  

n=

『「地方人
口ビジョ
ン」及び
「地方版総
合戦略」の
策定に向
けた人口
動向分析・
将来人口
推計につ
いて』

地方版総
合戦略策
定のため
の手引き

人口分析
用データ

地域経済
分析シス
テム
（RESAS）

一般に公
表されて
いる人口
動態等の
データ

団体が独
自にまと
めている
統計等の
データ

その他 無回答

TOTAL 1785 88.2 85.3 73.8 57.5 56.4 46.4 12.1 1.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0(%)
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（1-2）改訂内容 

【問1-4で「改訂したことがある」と回答した地方公共団体のみ】 

問1-5 地方人口ビジョンの改訂内容を選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方人口ビジョンを改訂したことがあると回答した地方公共団体の改訂内容をみると、「将来

人口の推計と分析」が62.5%、「人口動向分析」が53.1%となっている。 

 

＜「その他」の主な記載内容＞ 

○ 地区単位での人口動向と将来推計を追加 

○ 自然増減等の数値を最新の内容に改訂 

  

n=

将来人口
の推計と分
析

人口動向
分析

人口の将
来展望

人口の変
化が地域
の将来に与
える影響の

分析・考察

将来展望に
必要な調査
分析

目指すべき
将来の方
向

その他

TOTAL 32 62.5 53.1 40.6 25.0 25.0 18.8 18.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0(%)



 

21 

２ ＫＰＩの進捗状況 

 

本調査におけるKPIの進捗状況については、①地方版総合戦略は、各地方公共団体において独自

の体系で策定されていること、②便宜上、国の総合戦略を踏まえて下表に示した４つの基本目標

（しごと、ひと、結婚・出産・子育て、まち）及び10分野に区分していること、③回答にあたっ

ては、各地方公共団体が独自に自己評価していることから、各分野におけるKPIの進捗状況の傾向

を見る上での参考に止まるものである。 

また、ここでは、目標の達成状況について、Ｓ=５、Ａ＝４、Ｂ＝３、Ｃ＝２、Ｄ＝１（無回答

は含まない）として点数化を行い、平均値を算出している。なお、右表の『順調に推移』（Ｓ～

Ｂ合算値）は「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計したものである。そのため、図中のＳ

～Ｂの合算値と一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KPIの進捗状況をみると、「結婚・出産・子育て：子ども・子育て」が『順調に推移』（Ｓ～Ｂ

合算値）していると自己評価した団体の割合が81.2％で最も高く、次いで「しごと：観光」が

73.0％となっている。なお、「結婚・出産・子育て：結婚・出産」は『順調に推移』していると

自己評価した団体の割合が47.1％で最も低くなっている。 

また、KPIの設定状況をみると、「まち：交通ネットワーク」は、目標を設定していない団体の

割合が30.4%で10分野の中で最も高くなっている。 

 

 

3.4

6.0

4.6

6.3

2.3

2.2

2.6

2.7

4.3

1.7

12.4

18.4

14.2

13.6

12.4

7.5

20.9

9.7

10.6

11.7

45.7

43.5

43.3

40.9

41.6

32.5

51.0

40.1

32.1

44.3

21.0

21.3

25.2

24.3

18.0

35.6

15.0

24.8

17.2

19.3

3.3

3.8

5.9

6.3

2.2

11.7

2.3

4.4

3.8

3.3

13.1

6.2

5.8

7.6

22.1

9.2

7.3

17.1

30.4

18.5

1.2

0.8

0.9

1 0

1.3

1.2

1 0

1.2

1.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

しごと：農林水産業

しごと：観光

しごと：経済産業

ひと：移住・定住

ひと：教育・文化・スポーツ

結婚・出産・子育て：結婚・出産

結婚・出産・子育て：子ども・子育て

まち：まちづくり

まち：交通ネットワーク

まち：地域コミュニティ

n=1785

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成 Ｂ：目標達成に向けて順調に推移

Ｃ：やや目標達成困難 Ｄ：目標達成困難 目標未設定

無回答

『順調に推移』
（S～B合算値） 平均値

71.7 2.90

73.0 3.02

66.6 2.85

66.4 2.88

73.5 2.93

47.1 2.47

81.2 3.07

64.2 2.77

69.2 2.92

71.9 2.87
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◆しごと：農林水産業 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、北海道地方が

78.5%で最も高く、次いで関東地方が 77.6%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

  

『順調に推移』
（S～B合算値）

78.5

70.4

77.6

68.6

66.3

67.3

75.3

65.9

73.5

54.4

68.6

70.5

75.9

(%) 

n=

北海道地方 159

東北地方 206

関東地方 236

中部地方 271

近畿地方 175

中国地方 98

四国地方 89

九州地方 252

効果検証を行っている 1324

効果検証を行っていない 68

1件 464

2件 518

3件以上 511

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

3.1

3.9

6.4

5.2

2.3

0.0

1.1

3.2

4.3

0.0

2.2

3.7

5.7

18.2

8.7

19.9

14.0

14.3

11.2

9.0

12.3

15.0

8.8

12.3

14.9

16.2

57.2

57.8

51.3

49.4

49.7

56.1

65.2

50.4

54.2

45.6

54.1

51.9

54.0

19.5

27.2

18.2

24.7

30.3

30.6

19.1

30.2

22.7

39.7

27.2

24.7

21.9

1.9

2.4

4.2

6.6

3.4

2.0

5.6

4.0

3.8

5.9

4.3

4.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

（市区町村） 





 

27 

◆しごと：観光 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、北海道地方が

81.0%で最も高く、次いで四国地方が 78.4%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策を 3件以上回答した団体で、『順調に

推移』していると自己評価している割合が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 169

東北地方 209

関東地方 277

中部地方 295

近畿地方 211

中国地方 103

四国地方 88

九州地方 263

効果検証を行っている 1435

効果検証を行っていない 68

1件 509

2件 567

3件以上 541

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

7.1

3.8

7.2

5.4

11.8

4.9

2.3

5.7

6.3

5.9

5.9

6.9

6.7

20.1

17.2

23.5

21.4

16.6

14.6

21.6

18.3

20.3

19.1

17.5

20.6

21.4

53.8

44.5

46.6

45.1

42.7

52.4

54.5

45.2

47.1

38.2

47.7

43.4

49.5

17.8

28.2

18.1

23.4

25.1

27.2

19.3

25.5

22.2

32.4

25.0

23.8

20.0

1.2

6.2

4.7

4.7

3.8

1.0

2.3

5.3

4.0

4.4

3.9

5.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

81.0

65.5

77.3

71.9

71.1

71.9

78.4

69.2

73.7

63.2

71.1

70.9

77.6

(%) 

（市区町村） 
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◆しごと：経済産業 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、中国地方が

70.6%で最も高く、次いで関東地方が 69.0%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 159

東北地方 202

関東地方 296

中部地方 297

近畿地方 214

中国地方 102

四国地方 91

九州地方 260

効果検証を行っている 1440

効果検証を行っていない 65

1件 519

2件 566

3件以上 538

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

7.5

4.0

5.1

4.0

3.7

6.9

1.1

7.3

5.1

1.5

4.0

4.1

6.9

14.5

14.9

18.6

13.5

14.5

7.8

16.5

13.8

15.7

12.3

13.7

15.0

17.8

40.3

43.1

45.3

51.2

50.5

55.9

44.0

40.4

47.6

36.9

43.5

46.8

48.5

32.1

31.7

23.6

24.9

25.2

23.5

31.9

31.5

25.8

41.5

32.0

27.4

21.4

5.7

6.4

7.4

6.4

6.1

5.9

6.6

6.9

5.9

7.7

6.7

6.7

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

62.3

62.0

69.0

68.7

68.7

70.6

61.6

61.5

68.4

50.7

61.2

65.9

73.2

(%) 

（市区町村） 
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◆ひと：移住・定住 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、中国地方が

70.2%で最も高く、次いで近畿地方が 68.3%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 174

東北地方 208

関東地方 253

中部地方 292

近畿地方 202

中国地方 104

四国地方 92

九州地方 262

効果検証を行っている 1412

効果検証を行っていない 67

1件 502

2件 557

3件以上 532

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

6.9

3.8

5.5

7.9

6.9

5.8

6.5

9.2

6.7

6.0

6.0

7.2

7.5

11.5

13.0

17.8

15.8

12.4

15.4

23.9

10.7

15.7

7.5

12.0

15.1

17.1

48.3

43.3

42.3

44.5

49.0

49.0

32.6

44.7

45.0

38.8

42.6

43.6

48.3

26.4

29.3

27.7

24.0

23.3

26.0

30.4

30.9

25.8

41.8

32.1

26.6

21.8

6.9

10.6

6.7

7.9

8.4

3.8

6.5

4.6

6.7

6.0

7.4

7.5

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

66.7

60.1

65.6

68.2

68.3

70.2

63.0

64.6

67.4

52.3

60.6

65.9

72.9

(%) 

（市区町村） 
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◆ひと：教育・文化・スポーツ 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、四国地方が

80.8%で最も高く、次いで関東地方が 79.4%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 129

東北地方 163

関東地方 228

中部地方 249

近畿地方 172

中国地方 90

四国地方 73

九州地方 222

効果検証を行っている 1173

効果検証を行っていない 54

1件 401

2件 462

3件以上 465

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

3.1

2.5

4.8

2.4

1.7

0 0

2.7

4.1

3.2

3.7

3.0

3.0

2.8

20.2

17.2

20.2

12.9

12.8

13.3

13.7

16.7

16.7

14.8

13.2

15.4

19.6

55.8

54.0

54.4

55.0

59.3

52.2

64.4

45.9

54.6

40.7

55.4

54.1

54.6

18.6

21.5

18.9

25.3

26.2

32.2

16.4

29.3

22.5

38.9

25.2

24.0

21.1

2.3

4.9

1.8

4.4

0.0

2.2

2.7

4.1

2.9

1.9

3.2

3.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

79.1

73.7

79.4

70.3

73.8

65.5

80.8

66.7

74.5

59.2

71.6

72.5

77.0

(%) 

（市区町村） 
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◆結婚・出産・子育て：結婚・出産 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、九州地方が

53.0%と最も高く、次いで関東地方が 52.3%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 164

東北地方 206

関東地方 268

中部地方 292

近畿地方 198

中国地方 100

四国地方 89

九州地方 238

効果検証を行っている 1385

効果検証を行っていない 68

1件 491

2件 546

3件以上 519

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

1.2

2.4

3.4

2.1

3.5

2.0

3.4

1.3

2.8

0 0

2.0

2.2

3.3

7.3

7.8

10.1

8.2

8.1

7.0

3.4

8.4

8.7

4.4

8.8

7.7

7.9

43.3

28.2

38.8

34.2

33.3

36.0

28.1

43.3

36.3

38.2

38.5

35.2

35.3

38.4

45.6

35.1

41.1

38.9

41.0

46.1

39.1

39.5

39.7

38.9

37.7

43.0

9.8

16.0

12.7

14.4

16.2

14.0

19.1

8.0

12.7

17.6

11.8

17.2

10.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

51.8

38.4

52.3

44.5

44.9

45.0

34.9

53.0

47.8

42.6

49.3

45.1

46.5

(%) 

（市区町村） 
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◆結婚・出産・子育て：子ども・子育て 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、中部地方が

84.8%で最も高く、次いで近畿地方が 83.9%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 158

東北地方 197

関東地方 299

中部地方 295

近畿地方 210

中国地方 100

四国地方 87

九州地方 248

効果検証を行っている 1406

効果検証を行っていない 62

1件 513

2件 552

3件以上 527

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

1.3

0.5

3.0

4.4

4.8

3.0

1.1

2.0

3.1

3.2

3.5

1.8

3.2

19.0

19.3

21.7

27.5

22.4

24.0

23.0

23.0

23.8

16.1

21.6

23.6

23.5

63.3

54.3

56.5

52.9

56.7

54.0

57.5

52.4

54.9

59.7

57.7

54.3

54.6

13.3

21.8

16.7

12.9

15.2

17.0

16.1

19.0

15.7

19.4

14.6

18.3

15.6

3.2

4.1

2.0

2.4

1.0

2.0

2.3

3.6

2.6

1.6

2.5

2.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

83.6

74.1

81.2

84.8

83.9

81.0

81.6

77.4

81.8

79.0

82.8

79.7

81.3

(%) 

（市区町村） 
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◆まち：まちづくり 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、中部地方が

70.2%で最も高く、次いで関東地方が 68.8%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 138

東北地方 180

関東地方 250

中部地方 259

近畿地方 188

中国地方 91

四国地方 82

九州地方 232

効果検証を行っている 1266

効果検証を行っていない 54

1件 463

2件 485

3件以上 476

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

5.1

1.1

3.6

2.7

3.2

1.1

2.4

3.9

3.4

0 0

3.5

1.9

4.6

13.0

8.9

12.0

13.1

12.8

13.2

14.6

8.6

12.1

3.7

10.8

12.4

12.6

46.4

42.8

53.2

54.4

50.0

53.8

45.1

41.8

50.0

42.6

46.7

49.7

51.5

31.2

40.0

24.8

23.2

29.3

27.5

31.7

41.8

29.5

46.3

31.1

31.1

27.9

4.3

7.2

6.4

6.6

4.8

4.4

6.1

3.9

5.0

7.4

8.0

4.9

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

64.5

52.8

68.8

70.2

66.0

68.1

62.1

54.3

65.5

46.3

61.0

64.0

68.7

(%) 

（市区町村） 
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◆まち：交通ネットワーク 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、北海道地方が

82.5%で最も高く、次いで四国地方が 73.8%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 114

東北地方 133

関東地方 211

中部地方 234

近畿地方 159

中国地方 78

四国地方 61

九州地方 185

効果検証を行っている 1048

効果検証を行っていない 46

1件 367

2件 422

3件以上 397

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

7.0

3.0

7.1

6.4

9.4

5.1

1.6

3.2

6.7

4.3

5.4

7.3

5.8

21.1

12.8

15.6

14.1

14.5

11.5

23.0

15.1

16.0

10.9

16.1

15.9

15.1

54.4

42.1

43.6

50.0

46.5

53.8

49.2

45.4

47.1

39.1

45.5

49.3

46.9

14.0

33.8

28.4

23.9

23.9

25.6

19.7

30.3

25.0

28.3

25.9

21.6

28.5

3.5

8.3

5.2

5.6

5.7

3.8

6.6

5.9

5.2

17.4

7.1

5.9

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

82.5

57.9

66.3

70.5

70.4

70.4

73.8

63.7

69.8

54.3

67.0

72.5

67.8

(%) 

（市区町村） 
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◆まち：地域コミュニティ 

 

［目標の進捗状況］ 

地域別にみると『順調に推移』（S~B 合算値）していると自己評価した団体の割合は、北海道地方が

78.4%で最も高く、次いで近畿地方が 73.4%となっている。 

効果検証別にみると、「効果検証を行っている」団体は「効果検証を行っていない」団体より『順調

に推移』していると自己評価した割合が高くなっている。 

また、役に立った施策の回答状況別にみると、役に立った施策の回答数が多いほど、『順調に推移』

していると自己評価した団体の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 進捗状況の分析に当たっては、「目標未設定」及び「無回答」を除いて集計している。 

※ 「役に立った施策回答状況別」は「3.アンケート （2-2）役に立ったと思う国の施策」で回答があ

った施策の数を分析の基礎としている。なお「0件」は無回答と区別がつかないため、分析に含めてい

ない。 

 

  

n=

北海道地方 125

東北地方 179

関東地方 255

中部地方 248

近畿地方 192

中国地方 86

四国地方 85

九州地方 219

効果検証を行っている 1240

効果検証を行っていない 57

1件 436

2件 489

3件以上 478

地域別

地方版総合戦
略の効果検証

状況別

役に立った施策
回答状況別

3.2

1.1

2.4

1.6

3.6

0.0

0.0

2.7

2.0

0.0

1.8

2.0

2.3

18.4

9.5

15.7

10.9

15.6

10.5

17.6

15.5

15.2

14.0

15.1

13.3

15.1

56.8

61.5

54.5

58.1

54.2

57.0

48.2

49.3

55.6

45.6

50.2

56.4

59.8

17.6

24.6

22.4

23.8

22.9

32.6

28.2

28.3

23.0

33.3

28.2

24.3

19.0

4.0

3.4

5.1

5.6

3.6

0.0

5.9

4.1

4.3

7.0

4.6

3.9

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｓ：目標以上を達成 Ａ：概ね目標を達成

Ｂ：目標達成に向けて順調に推移 Ｃ：やや目標達成困難

Ｄ：目標達成困難

『順調に推移』
（S～B合算値）

78.4

72.1

72.6

70.6

73.4

67.5

65.8

67.5

72.8

59.6

67.1

71.7

77.2

(%) 

（市区町村） 
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３ アンケート 

（1）地方版総合戦略の策定に伴う効果 

問1-1 貴団体における、地方版総合戦略の策定によって効果があったことについて、該当す

るものを選択してください。（※複数選択可） 

 

 

地方版総合戦略の策定によって効果があった内容をみると、「地域の将来像について考えるき

っかけになった」が78.1%と最も高く、次いで「人口減少問題に対する庁内外の意識が高まった」

が66.3%となっている。 

  

n=

地域の将
来像につい
て考える
きっかけに
なった

人口減少
問題に対す
る庁内外の
意識が高
まった

ＰＤＣＡサイ
クルを意識
するきっか
けとなった

個々の政
策・施策の
体系化につ
ながった

重要業績
評価指標
（ＫＰＩ）等の
数値目標を
設定する習

慣が根付い
た

外部有識
者や住民
からの意見
を聴取する
習慣が根

付いた

他の地方
公共団体と
の連携が
一層深まる
きっかけと

なった

その他 無回答

TOTAL 1785 78.1 66.3 45.2 36.3 34.1 18 9 12.4 2.0 0.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0(%)
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（2-1）役に立った支援策 

問2-1 国の「地方創生版・三本の矢」（情報支援・人材支援・財政支援）による支援のうち、

貴団体が地方創生の取組を推進するにあたって役立ったと思う支援を選択してくださ

い。（※複数選択可） 

 

 

国の「地方創生版・三本の矢」（情報支援・人材支援・財政支援）による支援のうち、地方創

生の取組を推進するにあたって役立ったと思う支援をみると、「財政支援」が86.6%と最も高くな

っている。 

 

※ 各支援については、全団体が活用できたものではないものが含まれていることに留意が必要。 

  

n= 財政支援 情報支援 人材支援 無回答

TOTAL 1785 86.6 45.5 14.5 3.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0(%)
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［項目別］役に立った支援策 

 

地方創生の取組を推進するにあたって役立ったと思う支援策を項目別にみると、「財政支援」で

は、人口規模別でみると５万人以上20万人未満で92.0%と最も高く、地域別でみると四国地方が91.6%

で最も高くなっている。「情報支援」では、人口規模別でみると50万人以上で57.1%と最も高く、地域

別でみると九州地方が51.5%で最も高くなっている。「人材支援」では、人口規模別でみると１万人以

上５万人未満で18.5%と最も高く、地域別でみると中国地方が26.2%で最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「人口規模別」「地域別」は市区町村のみの集計、「ＫＰＩ進捗別」「地方版総合戦略改訂状況別」は

都道府県及び市区町村で集計をしている。  

n= 財政支援 情報支援 人材支援 無回答

TOTAL 1785 86.6 45.5 14.5 3.4

都道府県 47 100.0 57.4 19.1 0.0

市区町村 1738 86.2 45.2 14.3 3.5

１万人未満 506 81.8 42.5 12.6 5.1

１万人以上５万人未満 687 86.5 44.3 18.5 3.1

５万人以上20万人未満 414 92.0 49.0 12.3 1.0

20万人以上50万人未満 96 82.3 44.8 3.1 6.3

50万人以上 35 88.6 57.1 11.4 8.6

北海道地方 176 88.1 41.5 10.2 4.5

東北地方 227 84.6 47.1 14.5 4.0

関東地方 316 82.9 47.2 8.5 4.7

中部地方 316 85.8 42.4 13.9 4.1

近畿地方 227 89.4 43.2 16.7 2.6

中国地方 107 85.0 47.7 26.2 1.9

四国地方 95 91.6 33.7 15.8 1.1

九州地方 274 86.9 51.5 16.8 2.2

平均点（2.9点）未満 901 85.2 45.9 13.3 2.7

平均点（2.9点）以上 869 88.8 45.2 15.8 3.3

改訂したことがある 686 92.0 46.1 18.1 1.9

改訂したことがない 1096 83.3 45.1 12.2 4.2

地方版総合戦

略改訂状況別

地域別

都道府県・

市区町村別

人口規模別

ＫＰＩ進捗別
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n=

地方創生人材支援制度 204

地方創生推進交付金 1334

地方創生拠点整備交付金 720

地方創生応援税制
（企業版ふるさと納税）

347

地方拠点強化税制 45

(%)

40.0

74.9

95.7

95.1

84.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

◆ 役に立った施策（制度が活用可能な地方公共団体の回答状況） 

 

役に立った施策内容について、制度が活用可能な地方公共団体のみで回答状況を集計すると、

「地方創生推進交付金」が77.0%、次いで「地方創生拠点整備交付金」が41.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各制度で活用できる地方公共団体数が異なるため、ｎ数は異なっている。 

 

  

◆ 役に立った施策（制度を活用したことがある地方公共団体の回答状況） 

 

役に立った施策内容について、制度を活用したことがある地方公共団体のみで集計すると、「地

方創生拠点整備交付金」が95.7%、次いで「地方創生推進交付金」が95.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各制度で活用したことがある地方公共団体数が異なるため、ｎ数は異なっている。 

 ※ 地方拠点強化税制は、地域再生計画が認定されている 45道府県を n数として算出している。 

 

  

 

n=

地方創生人材支援制度 1452

地方創生推進交付金 1784

地方創生拠点整備交付金 1784

地方創生応援税制
（企業版ふるさと納税）

1745

地方拠点強化税制 45 40.0

16.0

41.3

77.0

11.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)
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Ⅲ．自由回答の概要 
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Ⅲ．自由回答の概要 

（1）地方版総合戦略の策定がもたらした効果 

問1-2 その他、貴団体において地方版総合戦略の策定がもたらした効果について、自由に記載し

てください。 

 

〇 地方版総合戦略の策定がもたらした効果について、自由回答欄を設けたところ、680を超える自

治体から具体的な回答があった。 

 

〇 多くの地方公共団体が、地方版総合戦略の策定を通して、それまで漠然ととらえていた「地方

創生」や「人口減少問題」について、より現実的に考えるようになり、自治体職員のみならず、

策定の段階から参画した多くの産官学金労言の関係者や地域住民を含め、地域全体で問題意識が

共有されるようになってきている。 

 

〇 地方版総合戦略では、地域の関係者・住民参画の下での戦略策定やＫＰＩの設定、ＰＤＣＡサ

イクルによる進捗管理が求められているが、そうしたことにより、策定段階から目標を明確に意

識した検討が進められ、定量的な評価・検証の考え方が地方公共団体に浸透してきたことがうか

がえる。 

 

〇 また、地方版総合戦略の策定前と比較して、人口減少数が大幅に縮小したことや農林水産業に

おいて生産額や就業人口が増加したこと等を挙げている団体もあり、地方版総合戦略に基づく具

体的な取組の実施に伴う効果も表れている。 
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（2）国による地方創生に向けた支援について、役立った点・効果があった点 

問2-3 上記で選択した国による地方創生に向けた支援は、どのような点において役に立ちました

か。また、貴団体においてどのような効果がありましたか。 

 

〇 国による地方創生に向けた支援のうち、役立った点・効果があった点について、自由回答欄を

設けたところ、1,100を超える自治体から具体的な回答があった。 

 

〇 情報支援については、「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」によってデータの「見える

化」が図られたことで、地域の現状や課題が明らかになるとともに、広域的なデータに基づく客

観的な現状分析が可能になるなど、半数近くの地方公共団体で役立ったとの回答があり、地方版

総合戦略の策定や取組の推進に一定程度活用されている状況がうかがえる。 

 

〇 人材支援については、その柱のひとつである「地方創生人材支援制度」の活用対象となる地方

公共団体が限定されていることから、役立ったと回答した団体の割合は全体の9.6%にとどまって

いるが、活用済みの団体でみると84.3%の団体が役立ったと回答し、効果を実感していることがう

かがえる。また、「地方創生カレッジ」や「地方創生コンシェルジュ」を含めた人材支援につい

て、職員の育成や外からの視点の取り入れ、といった点で役立ったと回答している団体が多い。 

 

〇 財政支援については、「地方創生推進交付金」を全体の76.9%、活用済みの団体では95.1%が役

立ったと回答していることに加え、関連する自由回答をみると、「（交付金のおかげで）新たな

事業に取り組むことができた」、「他の自治体との連携（広域）による事業展開が可能になっ

た」ことを挙げている団体もあり、広く効果が実感されていることがうかがえる。また、「地方

創生応援税制（企業版ふるさと納税）」については、財源確保の面だけでなく、事業者との連携

（協働）推進にもつながっている。 
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（3）国の施策全般に関する意見等 

問3-1 その他、地方人口ビジョン、地方版総合戦略及び「地方創生版・三本の矢」における国の

施策全般に関することでご意見等があれば、自由に記載してください。 

 

〇 地方人口ビジョンや地方版総合戦略、「地方創生版・三本の矢」における国の施策全般につい

て、自由回答欄を設けたところ、530を超える自治体から具体的な回答があった。 

 

〇 地方版総合戦略の策定をきっかけとして、「人口減少などについての危機感を持つことができ

た」、「地域の意識が変わってきた」など、前向きにとらえる傾向がうかがえ、「地方創生版・

三本の矢」（情報支援・人材支援・財政支援）を継続して進めてほしい、という要望が多く見ら

れる。 

 

〇 一方で、事務作業（策定・検証等）の負担が大きい、交付金を受けられない場合の事業継続が

難しい、都市部の自治体は活用できる支援が相対的に少ない、といった意見・要望があった。具

体的な要望としては、情報支援に関しては、他自治体事例（交付金の活用事例等）の提供（充

実）の要望、人材支援に関しては、派遣期間の延長や複数回の利用あるいは再派遣を可能として

ほしいといった要望、財政支援に関しては、交付金の要件緩和等の要望があった。 

 

〇 また、次期地方版総合戦略の策定に向けて、今後のスケジュールや人口推計のためのワークシ

ートを早く示してほしいといった要望が多く見られた。 

 

  




